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第 1編 総則 

1. 目的 

市は、県から避難指示の通知を受けた場合は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置

に関する法律（国民保護法）第 61 条の規定に基づき、関係機関の意見を聴いて、直ちに避難実施

要領を定めることとされている。また、三重県国民保護計画において、市は事態発生時に迅速に避

難実施要領を策定できるよう、あらかじめ避難実施要領のパターンを作成しておくよう努めること

としている。 

この避難実施要領（案）は、市が住民の生命、身体及び財産を守るための責務の中で、市が住民

の避難指示・誘導に関し、的確かつ迅速に行動するために、国民保護計画における想定事態に対す

る市職員の行動パターンを規定するものである。 

 

2. 適用範囲 

この要領は、表-1 の「国民保護計画において対象とする想定事態」に対し適用するものであり、

自然災害や国民保護法で規定しない大規模な火災及び爆発などの事故は、災害対策基本法第 2条で

定義される災害のため地域防災計画での対応となる。 

国民保護計画における想定事態とは、「武力攻撃事態」と「緊急対処事態」の 2 つに分類され、

さらに各事態の小分類としてそれぞれ 4類型を想定している。 

 

表-1 国民保護計画において対象とする想定事態 

 着上陸侵攻

 ゲリラ及び特殊部隊による攻撃

 弾道ミサイル攻撃

 航空攻撃

 危険性を内在する物質を有する施設等に対する攻撃が行われる事態

 多数の人が集合する施設、大量輸送機関等に対する攻撃が行われる事態

 多数の人を殺傷する特性を有する物質等による攻撃が行われる事態

 破壊の手段として交通機関を用いた攻撃等が行われる事態

武力攻撃事態

緊急対処事態

攻撃対象
施設等
による分類

攻撃手段
による分類
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第 2編 桑名市職員の行動規定 

1. 避難実施要領策定フロー 

避難実施要領策定フロー図は、事態発生から住民の避難指示・誘導に至るまでの措置を簡略化し

て示したものである。なお、フロー図における「市職員の対応」及び「住民の避難指示・誘導」は、

概ね市国民保護対策本部長からの指示によるものであるが、市職員は住民の生命、身体及び財産を

守るための責務の中で、所属の各部局室の行動内容を掌握する必要がある。 

 

図-1 避難実施要領策定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

レベルＡ レベルＢ レベルＣ 

・チェックリスト別市職員行動内容の把握 
・各部局室における武力攻撃事態における業務の把握 

被災時影響度の判別 

武力攻撃事態 

・着上陸侵攻 
・ゲリラ及び特殊部隊による攻撃 
・弾道ミサイル攻撃 
・航空攻撃 

事態の状況把握 

事 態 発 生 

緊急対処事態 

・危険性を内在する物質を有する施設 
等に対する攻撃が行われる事態 
・多数の人が集合する施設、大量輸送 
機関等に対する攻撃が行われる事態 
・多数の人を殺傷する特性を有する物 
質等による攻撃が行われる事態 
・破壊の手段として交通機関を用いた 
攻撃等が行われる事態

発生事態の識別 発生事態の識別 

避難実施要領の策定 
各執行機関、消防機関、 
県、県警察、海上保安部、 
自衛隊等の意見 

・市職員の対応 

・住民の避難指示・誘導 

緊急対処事態対策本部の設置 市国民保護対策本部の設置 

国からの認定の場合 
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2. 各部局室の想定事態に対する主要な業務 

市は、国民保護計画における想定事態が発生した場合に、表-2 のとおり部局室ごとに業務を分掌

するものとする。ただし、表-2に示す内容は、想定事態別における分類はなく、いずれの場合にお

いても事態の発生状況に応じて自ら判断し遂行すべき行動である。主な事務分掌は以下のとおりで

あるが、これに限らない場合もある。その例として、安否情報の整理及び報告については、市民部

が危機管理部及び消防本部から情報を収集し、システムへの入力等を行うことになるが、教育委員

会は、避難所運営の業務上、安否情報の閲覧、回答等を必要とされる場合が考えられる。このよう

に、市職員は、各部局室の連携が必要となる場合が起こりうることを想定していなければならない。 

 

表-2 各部局室の想定事態における業務 

部局室名 班 長 想定事態における業務 

市長公室 秘書室長 
人事課長 
政策課長 
経営管理室長 
広報広聴課長 

・本部長及び副本部長の秘書に関すること。 
・職員の動員及び配置に関すること。 
・国、県、近隣市町との連携に関すること。 
・地方公共団体その他諸団体等からの災害復旧活動の応援の調 
整に関すること。 
・広報広聴活動及び記録に関すること。 
・マスコミ機関への情報提供に関すること。 
・市国民保護対策本部として行う新聞発表、放送等の広報活動及

び報道機関との連絡に関すること。 

総務部 総務課長 
財政課長 
財産・情報管理課長 
契約調達課長 
税務課長 
収税対策室長 
出納室長 

・市国民保護対策本部事務局の協力に関すること。 
・災害予算に関すること。 
・国民保護措置に要した費用の負担金請求に関すること。 
・市登録業者からの作業員等の確保に関すること。 
・災害応急工事の契約に関すること。 
・物資、車両等の調達及び確保に関すること。 
・被害家屋の判定基準及び家屋被害状況の調査に関すること。 
・市税の各種減免措置に関すること。 

危機管理部 防災対策課長 
危機管理課長 

・災害対策本部又は危機対策本部若しくは市国民保護対策本部 
の設置及び廃止に関すること。 
・本部員会議に関すること。 
・防災指令その他本部長命令の下達に関すること。 
・市国民保護対策本部の庶務に関すること。 
・警報の伝達、避難の指示の伝達、退避の指示、避難実施要領の

作成に関すること。 
・被害状況及び応急対策の実施状況のとりまとめ、記録等に関 
すること。 
・県国民保護対策本部、県警察、自衛隊等関係機関との連絡に 
関すること。 
・各種協定（他部に関するものを除く）に関すること。 
・特殊標章等の交付に関すること。 
・国及び県の現地対策本部への連絡員の派遣に関すること。 
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市民部 市民課長 
市民活動支援室長 
ｻﾝﾌｧｰﾚｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽ室長 
同和課長 
人権ｾﾝﾀｰ所長 
各地区市民ｾﾝﾀｰ所長 

・避難施設の開設・運営に関すること。 
・安否情報の整理及び報告に関すること。 
・備蓄食糧の保管管理に関すること。 
・食料の調達・供給に関すること。 

環境部 環境管理課長 
廃棄物対策課長 
清掃ｾﾝﾀｰ所長 

・被災地の防疫活動に関すること。 
・被災地の衛生環境の現況調査に関すること。 
・災害廃棄物の撤去、処理、処分に関すること。 
・死亡獣畜の処理（衛生措置、埋除場所の指定）の実施に関する

こと。 

議会事務局 

監査事務局 

議会事務局次長 
監査委員事務局長 

・議会活動に関すること。 
・復旧活動の応援に関すること。 

保健福祉部 

市民病院 

福祉総務課長 
子育て支援課長 
障害福祉課長 
介護・高齢福祉課長 
地域包括支援ｾﾝﾀｰ長 
保険年金課長 
健康推進室長 
経営管理課長 
医事課長 

・国民保護法に基づく医療・助産に関すること。 
・救護班の編成、救護所の設置に関すること。 
・行方不明者の捜索、遺体の収容、安置、処置、埋火葬に関する

こと。 
・高齢者、障害者、傷病者等の災害時要援護者対策に関するこ 
と。 
・災害ボランティアに関すること。 
・災害医療用医薬品・衛生材料の調達及び斡旋に関すること。 
・医療施設、毒劇物等関連施設、社会福祉施設等の安全確保、被

害状況調査及び応急対策に関すること。 
・医療機関における安否情報の収集に関すること。 

産業振興部 商工課長 
観光課長 
農林水産課長 

・避難者等への食糧、物資の確保・供給に関すること。 
・商工業者等の被害の調査に関すること。 
・農林水産施設等の被害の調査に関すること。 
・農産物、家畜等の災害対策に関すること。 
・大規模集客施設等に対する情報伝達に関すること。 
・救援物資に関すること。 
・商工業関係団体、農林水産業関係機関等との連絡調整に関する

こと。 

教育委員会 教育総務課長 
学校教育課長 
同和教育課長 
生涯学習課長 
くわなﾒﾃﾞｨｱﾗｲｳﾞ事務

局総合館長 
中央公民館長 
文化課長 
博物館長 

・避難所の開設、閉鎖、管理及び運営に関すること。 
・児童、生徒等の保護及び応急教育に関すること。 
・教育施設の安全確保及び復旧に関すること。 
・国民保護法に基づく学用品の供給に関すること。 
・文化財の保護に関すること。 

建設部 土木課長 
下水道課長 
 

・河川、道路、橋りょう等の復旧に関すること。 
・下水道、排水施設等の復旧に関すること。 
・国民保護法に基づく障害物の除去に関すること。 
・緊急輸送路の確保に関すること。 
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都市整備部 都市計画課長 
桑名駅西まちづくり

事務所長 
都市再生推進室長 
建築住宅課長 
建築指導課長 

・公園等関連施設の被害調査及び復旧に関すること。 
・公営住宅の被害調査及び復旧措置に関すること。 
・応急仮設住宅に関すること。 
・住宅その他建築物の復旧の指導に関すること。 
・市有建築物の応急復旧に関すること。 
・復旧活動の応援に関すること。 

検査室 検査室長 ・復旧活動の応援に関すること。 

ガス・水道部 ガス・水道総務課長 
営業課長 
水道施設課長 
ガス事業課長 

・ガス施設等の安全確保及び治安に関すること。 
・貯水施設及び浄水施設等の安全確保並びに治安に関すること。

・給水区域への給水の確保に関すること。 
・飲料水の供給に関すること。 

消防本部 消防総務課長 
消防課長 
防災指導ｾﾝﾀｰ長 
予防課長 
通信指令室長 
消防署長 

・被害状況、応急対策の実施状況等の災害に関する情報の速報に

関すること。 
・被災者の救出、救助、救急に関すること。 
・消防活動に関すること。 
・避難の指示の伝達及び避難住民の誘導に関すること。 
・警戒区域の設定に関すること。 
・消防職員及び消防団員への特殊標章等の交付に関すること。 

多度町総合支所 

 

地域振興課長 
税務課長 
住民福祉課長 
生活環境課長 
建設課長 
産業課長 
多度上水道事務所長 
下水道課長 
教育総務課長 
生涯学習課長 
多度公民館長 
ふるさと多度文学館長 

・地区に係る国民保護措置の総合調整に関すること。 
・地区内の被害状況及び国民保護措置に必要な情報の収集及び 
連絡に関すること。 
・地区内の関係機関及び団体への要請その他連絡に関すること。

・地区内の被害状況の調査に関すること。 
・避難施設の開設、閉鎖、管理及び運営に関すること。 
・避難者の収容に関すること。 
・応急仮設住宅等の入居に関すること。 
・食糧の供給に関すること。 
・救援物資等の配布に関すること。 
・国民保護措置に関する広報広聴に関すること。 
・地区内における救援の実施に関すること。 
・災害ボランティアの連絡、調整に関すること。 

長島町総合支所 地域振興課長 
税務課長 
住民福祉課長 
生活環境課長 
建設課長 
産業課長 
土地改良課長 
長島上水道事務所長 
下水道課長 
教育総務課長 
生涯学習課長 
長島輪中図書館長 
ながしま遊館長 
伊曽島地区市民ｾﾝﾀｰ長 

・地区に係る国民保護措置の総合調整に関すること。 
・地区内の被害状況及び国民保護措置に必要な情報の収集及び連

絡に関すること。 
・大規模集客施設等に対する情報伝達に関すること。 
・地区内の関係機関及び団体への要請その他連絡に関すること。

・地区内の被害状況の調査に関すること。 
・避難施設の開設、閉鎖、管理及び運営に関すること。 
・避難者の収容に関すること。 
・応急仮設住宅等の入居に関すること。 
・食糧の供給に関すること。 
・救援物資等の配布に関すること。 
・国民保護措置に関する広報広聴に関すること。 
・地区内における救援の実施に関すること。 
・災害ボランティアの連絡、調整に関すること。 
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第 3編 桑名市における想定事態及び被災時の影響度 

1. 桑名市で想定される事態 

国民保護計画における想定事態に対し、市として避難指示・誘導を実施すべき状況は表-3 に示す

とおりである。また、各事態の類型を識別するために、①～⑧の番号をつける。 

なお、「⑤危険性を内在する物質を有する施設等に対する攻撃が行われる事態」は、市内に当該

施設がないことから被災しない可能性が高いと推測される。 

 

表-3 桑名市で想定される事態 

① 着上陸侵攻 桑名市内への上陸侵攻

② ゲリラ及び特殊部隊による攻撃
桑名市全域に攻撃

（事前予測及び察知が困難）

③ 弾道ミサイル攻撃

桑名市全域に攻撃

（発射確認後、短時間で着弾するため攻撃目標の確
認が困難）

④ 航空攻撃
桑名市全域に攻撃

（航空機爆撃のため攻撃目標の確認が困難）

⑤
危険性を内在する物質を有する施
設等に対する攻撃が行われる事態

具体的事態なし

（近隣市町の危険性を内在する物質を有する施設の
被災を考慮）

⑥
多数の人が集合する施設、大量輸
送機関等に対する攻撃が行われる
事態

大規模集客施設等への攻撃

⑦
多数の人を殺傷する特性を有する
物質等による攻撃が行われる事態

桑名市全域に攻撃

（放射性物質、生物剤、化学剤による攻撃（ＮＢＣ
攻撃）については場所を選ばないが、大規模集客施
設等に発生する確率が高い）

⑧
破壊の手段として交通機関を用い
た攻撃等が行われる事態

大規模集客施設等への攻撃

国民保護計画における想定事態 桑名市で想定される事態

緊急対処
事態

攻撃対象
施設等に
よる分類

攻撃手段
による
分類

武力攻撃事態
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2. 想定事態別被災時の影響度 

表-3に基づき被災時の影響度は、桑名市が直接被災する場合と、近隣市町が被災する場合の 2パ

ターンを考慮し、市の地理的特徴や社会的特徴を踏まえて市内を 3地区に分類し、表-4 のとおり示

した。なお、被災時の影響度は、各想定事態及び発生場所を勘案し 3段階に評価した。この影響度

の評価内容については下記のとおりである。ただし、表-4に示す内容は、あくまでも市の特徴や近

隣市町の重要施設との位置関係より客観的に判断したものであることから、事態の状況を把握し、

市職員は自らの判断に基づき行動するものとする。 

また、下図は、表-3 の事態を時間的要素と被害の範囲を図式化したものである。 

 

レベルＡ・・・直接的被害が大きく状況は深刻であり、住民の避難指示・誘導を 

迅速に実施する必要がある状態 

レベルＢ・・・直接的被害はないが、近隣市町や地理的特徴から、間接的被害を 

想定しており、状況把握を的確に行い、事態の推移に伴って「レ 

ベルＡ」に移行すべきか、「レベルＣ」へ移行すべきかを判断する 

状態 

レベルＣ・・・直接的被害がなく、また間接的被害も想定されにくい状況で、住 

民の避難指示・誘導を実施する必要がない状態 

 

図-2 事態の時間的要素と被害の範囲分布 
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着上陸侵攻 

航空攻撃 

 

弾道ミサイル攻撃 
 
緊急対処 

事態 
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表-4 想定事態別被災時の影響度 

＜桑名市が被災した場合＞ 

桑名地域 多度地域 長島地域

① 諸外国
【起因】上陸侵攻
レベルＡ

レベルＣ
【起因】上陸侵攻
レベルＡ

② 諸外国
【起因】全域攻撃
レベルＡ

【起因】全域攻撃
レベルＡ

【起因】全域攻撃
レベルＡ

③ 諸外国
【起因】全域攻撃
レベルＡ

【起因】全域攻撃
レベルＡ

【起因】全域攻撃
レベルＡ

④ 諸外国
【起因】全域攻撃
レベルＡ

【起因】全域攻撃
レベルＡ

【起因】全域攻撃
レベルＡ

⑤
諸外国、
国内団体等

レベルＣ レベルＣ レベルＣ

⑥
諸外国、
国内団体等

【起因】施設攻撃
レベルＡ

レベルＣ
【起因】施設攻撃
レベルＡ

⑦
諸外国、
国内団体等

【起因】施設攻撃
レベルＡ

【起因】施設攻撃
レベルＢ

【起因】施設攻撃
レベルＡ

⑧
諸外国、
国内団体等

【起因】施設攻撃
レベルＡ

レベルＣ
【起因】施設攻撃
レベルＡ

地域別被災度
事態の発生想定媒体想定事態

武力攻撃事態

緊急対処
事態

攻撃対象
施設等に
よる分類

攻撃手段
による
分類

 

 

＜近隣市町が被災した場合＞ 

桑名地域 多度地域 長島地域

① 諸外国 レベルＢ レベルＣ レベルＣ

② 諸外国 レベルＢ レベルＢ レベルＣ

③ 諸外国 レベルＢ レベルＢ レベルＣ

④ 諸外国 レベルＢ レベルＢ レベルＣ

⑤
諸外国、
国内団体等

レベルＢ
（近隣市町施設からの影響）

レベルＣ レベルＣ

⑥
諸外国、
国内団体等

レベルＢ レベルＢ レベルＣ

⑦
諸外国、
国内団体等

レベルＢ レベルＢ レベルＣ

⑧
諸外国、
国内団体等

レベルＢ レベルＢ レベルＣ

（注）上記レベルＢ、レベルＣの分類は近隣市町の重要施設との位置関係より判断

地域別被災度

武力攻撃事態

緊急対処
事態

攻撃対象
施設等に
よる分類

攻撃手段
による
分類

想定事態 事態の発生想定媒体

 

※ 表中の①～⑧は、表-3 を参照するものとする。 
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3. 避難実施要領のパターンの分類 

表-5は、国民保護計画における想定事態の 8類型を「桑名市が被災した場合」と「近隣市町が被

災した場合」に分類し、表-4に基づいた避難実施要領の事態別パターンを示したものである。 

 

表-5 避難実施要領の事態別パターン 

桑名地域 多度地域 長島地域 桑名地域 多度地域 長島地域

① Ａ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ Ｃ

② Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ

③ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ

④ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ

⑤ Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ

⑥ Ａ Ｃ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ

⑦ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ

⑧ Ａ Ｃ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ

桑名市が被災した場合 近隣市町が被災した場合
国民保護計画における想定事態

緊急対処事態

攻撃対象施
設等による
分類

攻撃手段に
よる分類

武力攻撃事態

 

※ 表中の①～⑧は、表-3 を参照するものとする。 

※ 「⑤危険性を内在する物質を有する施設等に対する攻撃が行われる事態」についてのみレベルＡが

存在せず、その他についてはレベルＡ～Ｃが存在している。） 
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第 4編 各事態別の避難実施要領パターン 

市職員は、「避難実施要領 レベルＡ～Ｃ チェックリスト」を基に行動するものとする。 

レベルＡ、Ｂ、Ｃは、市内の被災状況もしくは被災する恐れがある場合に応じて使い分けるものと

するため、対策本部からの情報を的確に収集し、指示には迅速に対応しなければならない。 

次頁以降に国民保護計画における想定事態の 8類型別の「避難実施要領パターン」を示す。 
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① 武力攻撃事態：着上陸侵攻  

 

1 事態の状況、避難の必要性 

 

国民保護対策本部長は、着上陸侵攻による攻撃の可能性があることを踏まえ、警 

報を発令し、○○地域を要避難地域とする避難措置の指示を行った。 

 

※ 具体的な被害が発生しているとの報告がない段階での避難を行うこともある。 

 

2 避難誘導の方法 

 

市は、桑名地域、多度地域、長島地域のうち住民約○○○名を○月○日○時○分 

を目途に各地域の避難施設である○○○に避難させる。その際、避難所までの移動 

は徒歩によるものとし、自家用車の使用は、避難に介護を必要とする者とその介護 

者に限定するものとする。 

 避難誘導の方法については、各現場においては、警察機関や自衛隊からの情報や 

助言により、適宜修正を行うものとする。このほか、事態の状況が大幅に変化し、 

避難措置の指示及び避難の指示の内容が変更された場合には、当該避難実施要領に 

ついてもあわせて修正する。 

  

3 避難実施要領の住民への伝達 

 

市は、広報車及び消防車両等を用いて、対象地域の住民全般に避難実施要領の内 

容を伝達する。これと並行して、避難実施要領について各地域の自治会長、自主防 

災組織のリーダー及び当該地域を管轄する消防団分団長等にＦＡＸ等を送付し、住 

民への伝達を依頼する。なお、伝達にあたっては、以下のことに留意する。 

(1) 近隣住民が相互に声を掛け合うように呼びかける。 

(2) 災害時要援護者については、避難に時間を要することから、特に迅速な伝達を 

  心がける。 

(3) 外国人に対しては、国際交流協会等の能力を活用し、語学に堪能な要員を窓口 

  として配置する。 
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4 輸送手段 

   

(1) 避難住民数、避難所、輸送力の配分 

 ア 桑名地域  約○○名 ○○避難所  車種○○×○台 

 イ 多度地域  約○○名 ○○避難所  車種○○×○台 

 ウ 長島地域  約○○名 ○○避難所  車種○○×○台 

(2) 輸送開始時間 

 ア 桑名地域  ○時○分 

 イ 多度地域  ○時○分 

 ウ 長島地域  ○時○分 

(3) 避難経路 

 ア 桑名地域  国道○○号   県道○○号 

 イ 多度地域  国道○○号   県道○○号 

 ウ 長島地域  国道○○号   県道○○号 

(4) 輸送時の留意点 

ア 住民は恐怖心や不安感の中で避難を行うこととなるため、市職員は、冷静沈 

着に毅然たる態度を保つよう心がける。 

イ 市職員は、混乱が予測される場合には、それに先立ち迅速な情報提供とパニ 

ックによる危険性を警告し、冷静かつ秩序正しい行動を呼びかける。 

ウ 学校や事業所においては、原則として避難先まで集団で行動するように呼び 

かける。 

エ バスや電車等の輸送手段の確保については、基本的には県が行う。 

オ 避難経路については、交通規制を行う警察の意見を十分に聴いて決める。 

 

5 その他の留意点 

 

(1) 避難所へは、健常者については自家用車を使用せず、徒歩により避難するよう 

周知する。 

(2) 市は、自治会及び自主防災組織等の協力を得て住民の誘導を行う。 

(3) 自力避難困難者の避難を適切に行えるよう、緊急車両及び自家用車等を使用し 

て避難誘導を行う。 
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6 市の体制、職員の配置等 

 

(1) 桑名市国民保護対策本部の設置 

国からの指定を受けて、市長を本部長とする市国民保護対策本部を設置する。 

(2) 市職員の現地派遣 

市職員各○○名を、○○○避難所に派遣する。 

(3) 避難経路における市職員の配置 

 避難経路の要所において、市職員を配置して、各種の問い合わせの対応、連絡 

調整を行う。また、関係機関の協力を得て、緊急通行車両を配備する。 

(4) 現地調整所の設置等 

 事態の状況の変化に迅速に対応できるよう、関係機関の情報を共有し、現場に 

おける判断を迅速に行えるよう現地調整所を設ける。また、必要に応じて会合を 

開き、関係機関の活動内容の調整及び確認等を行う。 

(5) 各部局室の武力攻撃事態における業務の遂行 

第 2編表-2 の「市の各部局室の想定事態における業務」を遂行する。 

     (6) その他 

       市の誘導員は、防災服や腕章等により、誘導員であることの立場や役割を明 

確にし、その活動に理解を求める。また、特殊標章を交付して必ず携帯する。 
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【避難実施要領 レベルＡ チェックリスト】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

レベルＡ 

武力攻撃事態：着上陸侵攻 

実施者名： 

実施日時：  月  日  時現在 

 

【実施内容】 

 □ 事態の状況把握 

 □ 警報の伝達（国民保護に係るサイレンの吹鳴） 

 □ 関係機関との調整 

 □ 避難経路及び避難手段の調整（国、県との調整） 

 □ 市各部局室の武力攻撃事態における業務の遂行（業務内容は第2編表-２参照） 

    □ 市長公室 

    □ 総務部、出納室 

    □ 危機管理部 

    □ 市民部 

    □ 環境部 

    □ 議会事務局、監査事務局 

    □ 保健福祉部、市民病院 

    □ 産業振興部 

    □ 教育委員会 

    □ 建設部 

    □ 都市整備部 

    □ 検査室 

    □ ガス・水道部 

    □ 消防本部 

    □ 多度町総合支所 

    □ 長島町総合支所 

 □ 避難所への市職員及び消防職員並びに団員の配置 

 □ 避難の指示 

 □ 災害時要援護者の確認・避難所への誘導 

 □ 要避難地域における残留者の確認 

 □ 大規模集客施設等との避難住民等に関する調整 

影響度 

（状況記載）被災状況 

想定事態 
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 □ 要避難地域及び避難住民の誘導の実施単位 

    □ 要避難地域（                           ） 

    □ 避難住民数（                           ） 

 □ 避難先及び避難人数 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

 □ 一時集合場所 

    □ 一時集合場所名： 

    □ 一時集合場所名： 

    □ 一時集合場所名： 

    □ 一時集合場所名： 

    □ 一時集合場所名： 

 □ 集合時間 

    □ 交通手段の出発時刻：         避難誘導開始時刻： 

 □ 避難の手段及び避難経路 

    □ 避難の手段： 

    □ 避難経路： 

 □ 避難に関して問題が発生した場合の緊急連絡先 

    □ 緊急連絡先：          TEL： 

 

 □その他 
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【避難実施要領 レベルＢ チェックリスト】 

 

 

 

 

 

 

 

 

レベルＢ 

武力攻撃事態：着上陸侵攻 

実施者名： 

実施日時：  月  日  時現在 

 

【実施内容】 

 □ 事態の状況把握 

    □ 事態が深刻と判断  →  レベルＡチェックリストへ移行 

    □ 事態が沈静と判断  →  レベルＣチェックリストへ移行 

 

 

影響度 

（状況記載）被災状況 

想定事態 
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【避難実施要領 レベルＣ チェックリスト】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

レベルＣ 

武力攻撃事態：着上陸侵攻 

実施者名： 

実施日時：  月  日  時現在 

 

【実施内容】 

 □ 事態の状況把握 

    □ 事態が進行と判断  →  レベルＢチェックリストへ移行 

    □ 事態が終息と判断  →  国民保護措置からの撤退 

 

 

影響度 

（状況記載）被災状況 

想定事態 
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② 武力攻撃事態：ゲリラ及び特殊部隊による攻撃  

 

1 事態の状況、避難の必要性 

 

国民保護対策本部長は、武装工作員による攻撃の可能性があることを踏まえ、警 

報を発令し、○○地域を要避難地域とする避難措置の指示を行った。 

 

※ 具体的な被害が発生しているとの報告がない段階での避難を行うこともある。 

 

2 避難誘導の方法 

 

市は、桑名地域、多度地域、長島地域のうち住民約○○○名を○月○日○時○分 

を目途に各地域の避難施設である○○○に避難させる。その際、避難所までの移動 

は徒歩によるものとし、自家用車の使用は、避難に介護を必要とする者とその介護 

者に限定するものとする。 

 避難誘導の方法については、各現場においては、警察機関や自衛隊からの情報や 

助言により、適宜修正を行うものとする。このほか、事態の状況が大幅に変化し、 

避難措置の指示及び避難の指示の内容が変更された場合には、当該避難実施要領に 

ついてもあわせて修正する。 

  

3 避難実施要領の住民への伝達 

 

市は、広報車及び消防車両等を用いて、対象地域の住民全般に避難実施要領の内 

容を伝達する。これと並行して、避難実施要領について各地域の自治会長、自主防 

災組織のリーダー及び当該地域を管轄する消防団分団長等にＦＡＸ等を送付し、住 

民への伝達を依頼する。なお、伝達にあたっては、以下のことに留意する。 

(1) 近隣住民が相互に声を掛け合うように呼びかける。 

(2) 災害時要援護者については、避難に時間を要することから、特に迅速な伝達を 

  心がける。 

(3) 外国人に対しては、国際交流協会等の能力を活用し、語学に堪能な要員を窓口 

  として配置する。 
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4 輸送手段 

   

(1) 避難住民数、避難所、輸送力の配分 

 ア 桑名地域  約○○名 ○○避難所  車種○○×○台 

 イ 多度地域  約○○名 ○○避難所  車種○○×○台 

 ウ 長島地域  約○○名 ○○避難所  車種○○×○台 

(2) 輸送開始時間 

 ア 桑名地域  ○時○分 

 イ 多度地域  ○時○分 

 ウ 長島地域  ○時○分 

(3) 避難経路 

 ア 桑名地域  国道○○号   県道○○号 

 イ 多度地域  国道○○号   県道○○号 

 ウ 長島地域  国道○○号   県道○○号 

(4) 輸送時の留意点 

ア 住民は恐怖心や不安感の中で避難を行うこととなるため、市職員は、冷静沈 

着に毅然たる態度を保つよう心がける。 

イ 市職員は、混乱が予測される場合には、それに先立ち迅速な情報提供とパニ 

ックによる危険性を警告し、冷静かつ秩序正しい行動を呼びかける。 

ウ 学校や事業所においては、原則として避難先まで集団で行動するように呼び 

かける。 

エ バスや電車等の輸送手段の確保については、基本的には県が行う。 

オ 避難経路については、交通規制を行う警察の意見を十分に聴いて決める。 

 

5 その他の留意点 

 

(1) 避難所へは、健常者については自家用車を使用せず、徒歩により避難するよう 

周知する。 

(2) 市は、自治会及び自主防災組織等の協力を得て住民の誘導を行う。 

(3) 自力避難困難者の避難を適切に行えるよう、緊急車両及び自家用車等を使用し 

て避難誘導を行う。 
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6 市の体制、職員の配置等 

 

(1) 桑名市国民保護対策本部の設置 

国からの指定を受けて、市長を本部長とする市国民保護対策本部を設置する。 

(2) 市職員の現地派遣 

市職員各○○名を、○○○避難所に派遣する。 

(3) 避難経路における市職員の配置 

 避難経路の要所において、市職員を配置して、各種の問い合わせの対応、連絡 

調整を行う。また、関係機関の協力を得て、緊急通行車両を配備する。 

(4) 現地調整所の設置等 

 事態の状況の変化に迅速に対応できるよう、関係機関の情報を共有し、現場に 

おける判断を迅速に行えるよう現地調整所を設ける。また、必要に応じて会合を 

開き、関係機関の活動内容の調整及び確認等を行う。 

(5) 各部局室の武力攻撃事態における業務の遂行 

第 2編表-2 の「市の各部局室の想定事態における業務」を遂行する。 

     (6) その他 

       市の誘導員は、防災服や腕章等により、誘導員であることの立場や役割を明 

確にし、その活動に理解を求める。また、特殊標章を交付して必ず携帯する。 
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【避難実施要領 レベルＡ チェックリスト】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

レベルＡ 

武力攻撃事態：ゲリラ及び特殊部隊による攻撃 

実施者名： 

実施日時：  月  日  時現在 

 

【実施内容】 

 □ 事態の状況把握 

 □ 警報の伝達（国民保護に係るサイレンの吹鳴） 

 □ 関係機関との調整 

 □ 避難経路及び避難手段の調整（国、県との調整） 

 □ 市各部局室の武力攻撃事態における業務の遂行（業務内容は第2編表-２参照） 

    □ 市長公室 

    □ 総務部、出納室 

    □ 危機管理部 

    □ 市民部 

    □ 環境部 

    □ 議会事務局、監査事務局 

    □ 保健福祉部、市民病院 

    □ 産業振興部 

    □ 教育委員会 

    □ 建設部 

    □ 都市整備部 

    □ 検査室 

    □ ガス・水道部 

    □ 消防本部 

    □ 多度町総合支所 

    □ 長島町総合支所 

 □ 避難所への市職員及び消防職員並びに団員の配置 

 □ 避難の指示 

 □ 災害時要援護者の確認・避難所への誘導 

 □ 要避難地域における残留者の確認 

 □ 大規模集客施設等との避難住民等に関する調整 

影響度 

（状況記載）被災状況 

想定事態 
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 □ 要避難地域及び避難住民の誘導の実施単位 

    □ 要避難地域（                           ） 

    □ 避難住民数（                           ） 

 □ 避難先及び避難人数 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

 □ 一時集合場所 

    □ 一時集合場所名： 

    □ 一時集合場所名： 

    □ 一時集合場所名： 

    □ 一時集合場所名： 

    □ 一時集合場所名： 

 □ 集合時間 

    □ 交通手段の出発時刻：         避難誘導開始時刻： 

 □ 避難の手段及び避難経路 

    □ 避難の手段： 

    □ 避難経路： 

 □ 避難に関して問題が発生した場合の緊急連絡先 

    □ 緊急連絡先：          TEL： 

 

 □その他 
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【避難実施要領 レベルＢ チェックリスト】 

 

 

 

 

 

 

 

 

レベルＢ 

武力攻撃事態：ゲリラ及び特殊部隊による攻撃 

実施者名： 

実施日時：  月  日  時現在 

 

【実施内容】 

 □ 事態の状況把握 

    □ 事態が深刻と判断  →  レベルＡチェックリストへ移行 

    □ 事態が沈静と判断  →  レベルＣチェックリストへ移行 

 

 

影響度 

（状況記載）被災状況 

想定事態 
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【避難実施要領 レベルＣ チェックリスト】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

レベルＣ 

武力攻撃事態：ゲリラ及び特殊部隊による攻撃 

実施者名： 

実施日時：  月  日  時現在 

 

【実施内容】 

 □ 事態の状況把握 

    □ 事態が進行と判断  →  レベルＢチェックリストへ移行 

    □ 事態が終息と判断  →  国民保護措置からの撤退 

 

 

影響度 

（状況記載）被災状況 

想定事態 
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③ 武力攻撃事態：弾道ミサイル攻撃  

 

1 事態の状況、避難の必要性 

 

国民保護対策本部長は、弾道ミサイルの発射の兆候があることから、発射された 

場合に備えた対応を講じることができるよう、あらかじめ警報を発令し、避難措置 

の指示を行った。 

このため、ミサイルが発射された場合において迅速に対応できるよう、住民等に 

対して警報の発令に関する情報に注意するとともに、その場合に住民等がとるべき 

行動について周知する。 

 

※ 弾道ミサイル攻撃への対応は基本的には、目に見えない事象への対応となること 

から、政府における記者会見等による情報提供と並行して、住民に対してはより 

入念な説明を行うことが必要となる。 

※ 警報発令時には、屋内に避難するというイメージが住民等に定着していることが 

重要である。 

 

2 避難誘導の方法 

 

(1) 弾道ミサイルが発射された場合には、国民保護対策本部長から警報の発令が行 

われることから、市は、市域が着弾予測地域に含まれる場合においては、広報車 

を最大音量で鳴らし、住民等に警報の発令を周知させる。 

(2) ミサイル発射に伴う警報発令時に、市は、住民等が付近の屋内に避難できるよ 

うに、あらかじめ各個人のとるべき対応を周知徹底する。その際、コンクリート 

の堅ろうな建物への避難が望ましいが、建物の中央部に避難するとともにエアコ 

ンや換気扇を停止して、必要によりテープで目張りし、外気からできるだけ遮断 

される状態になるように周知する。 

(3) 車両内に在る者に対しては、警報発令時には、緊急車両の通行の妨げにならな 

い方法で車両を道路の左端に駐車するよう周知する。 

(4) 外出先においては、可能な限り大規模集客施設等の屋内の中央部に避難する。 

余裕がない場合は、何らかの遮蔽物の物陰に留まるとともに、周辺で着弾音を聞 

いた場合は、当該現場から離れるよう周知する。 
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(5) 住民等に対しては、屋内避難時に備えて、最低限の食料や飲料水、懐中電灯、 

ラジオ、身分証明書等を用意しておくよう周知する。また、広報車やテレビ、ラ 

ジオを通じて伝えられる情報に注意するよう周知する。 

(6) 住民が、近所でミサイルの着弾音等と考えられる不審な音を聞いた場合には、 

市、消防又は警察に連絡するよう周知する。 

(7) 市は、ミサイル着弾地の周辺に興味本位で近づかないように住民等に対して周 

知する。 

 

※ 防災行政無線のサイレン音については、内閣官房サイトで視聴が可能である。 

※ 着弾後の状況を踏まえた避難の指示が行われるまで、住民等は、着弾があった 

現場から離れるよう周知する。 

 

3 その他の留意点 

 

災害時要援護者は、迅速に屋内避難が行えるよう、外出先における対応について、 

各人で問題意識を持つよう平素から啓発を行っておく。 

住民以外の観光客や滞在者等についても、屋内へ避難することができるよう、所 

管の部局室から大規模集客施設や店舗等に対して協力を依頼する。 

 

 

4 市職員の体制、配置等 

 

(1) 桑名市国民保護対策本部の設置 

国からの指定を受けて、市長を本部長とする市国民保護対策本部を設置する。 

(2) 市職員の現地派遣 

市職員各○○名を、着弾地及び避難先（大規模集客施設等）に派遣する。 

(3) 各部局室の武力攻撃事態における業務の遂行 

第 2編表-2 の「市の各部局室の想定事態における業務」を遂行する。 
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【避難実施要領 レベルＡ チェックリスト】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

レベルＡ 

武力攻撃事態：弾道ミサイル攻撃 

実施者名： 

実施日時：  月  日  時現在 

 

【実施内容】 

 □ 事態の状況把握 

 □ 警報の伝達（国民保護に係るサイレンの吹鳴） 

 □ 関係機関との調整 

 □ 避難経路及び避難手段の調整（国、県との調整） 

 □ 市各部局室の武力攻撃事態における業務の遂行（業務内容は第2編表-２参照） 

    □ 市長公室 

    □ 総務部、出納室 

    □ 危機管理部 

    □ 市民部 

    □ 環境部 

    □ 議会事務局、監査事務局 

    □ 保健福祉部、市民病院 

    □ 産業振興部 

    □ 教育委員会 

    □ 建設部 

    □ 都市整備部 

    □ 検査室 

    □ ガス・水道部 

    □ 消防本部 

    □ 多度町総合支所 

    □ 長島町総合支所 

 □ 避難所への市職員及び消防職員並びに団員の配置 

 □ 避難の指示 

 □ 災害時要援護者の確認・避難所への誘導 

 □ 要避難地域における残留者の確認 

 □ 大規模集客施設等との避難住民等に関する調整 

影響度 

（状況記載）被災状況 

想定事態 
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 □ 要避難地域及び避難住民の誘導の実施単位 

    □ 要避難地域（                           ） 

    □ 避難住民数（                           ） 

 □ 避難先及び避難人数 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

 □ 一時集合場所 

    □ 一時集合場所名： 

    □ 一時集合場所名： 

    □ 一時集合場所名： 

    □ 一時集合場所名： 

    □ 一時集合場所名： 

 □ 集合時間 

    □ 交通手段の出発時刻：         避難誘導開始時刻： 

 □ 避難の手段及び避難経路 

    □ 避難の手段： 

    □ 避難経路： 

 □ 避難に関して問題が発生した場合の緊急連絡先 

    □ 緊急連絡先：          TEL： 

 

 □その他 
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【避難実施要領 レベルＢ チェックリスト】 

 

 

 

 

 

 

 

 

レベルＢ 

武力攻撃事態：弾道ミサイル攻撃 

実施者名： 

実施日時：  月  日  時現在 

 

【実施内容】 

 □ 事態の状況把握 

    □ 事態が深刻と判断  →  レベルＡチェックリストへ移行 

    □ 事態が沈静と判断  →  レベルＣチェックリストへ移行 

 

 

影響度 

（状況記載）被災状況 

想定事態 
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【避難実施要領 レベルＣ チェックリスト】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

レベルＣ 

武力攻撃事態：弾道ミサイル攻撃 

実施者名： 

実施日時：  月  日  時現在 

 

【実施内容】 

 □ 事態の状況把握 

    □ 事態が進行と判断  →  レベルＢチェックリストへ移行 

    □ 事態が終息と判断  →  国民保護措置からの撤退 

 

 

影響度 

（状況記載）被災状況 

想定事態 
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④ 武力攻撃事態：航空攻撃  

 

1 事態の状況、避難の必要性 

 

国民保護対策本部長は、航空機による爆弾の発射の兆候があることから、発射さ 

れた場合に備えた対応を講じることができるよう、あらかじめ警報を発令し、避難 

措置の指示を行った。 

このため、爆弾が発射された場合において迅速に対応できるよう、住民等に対し 

て警報の発令に関する情報に注意するとともに、その場合にとるべき行動について 

周知する。 

 

※ 航空機による爆撃への対応は、基本的に目に見えない事象への対応となること 

から、政府における記者会見等による情報提供と並行して、住民に対して、より 

入念な説明を行うことが必要となる。 

※ 警報発令時には屋内に避難するというイメージが住民等に定着していることが 

重要である。 

 

2 避難誘導の方法 

 

(1) 航空機による爆弾が発射された場合には、国民保護対策本部長から警報の発令 

が行われることから、市は、市域が着弾地域に含まれる場合においては、広報車 

のサイレンを最大音量で鳴らし、住民等に警報の発令を周知させる。 

(2) 航空攻撃に伴う警報発令時には、住民等は近傍の屋内に避難できるように、あ 

らかじめ各個人のとるべき対応を周知徹底する。その際、コンクリートの堅ろう 

な建物への避難が望ましいが、建物の中央部に避難するとともに、エアコンや換 

気扇を停止して、必要によりテープで目張りし、外気からできるだけ遮断される 

状態になるように周知する。 

(3) 車両内に在る者に対しては、警報発令時には、緊急車両の通行の妨げにならな 

い方法で車両を道路の左端に駐車するよう周知する。 

(4) 外出先においては、可能な限り大規模集客施設の屋内に避難するが、余裕がな 

い場合は何らかの遮蔽物の物陰に留まるとともに、周辺で爆撃音を聞いた場合は、 

当該現場から離れるよう周知する。 
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(5) 住民等に対しては、屋内避難時に備えて、最低限の食料や飲料水、懐中電灯、 

ラジオ、身分証明書等を用意しておくとともに、広報車やテレビ、ラジオを通じ 

て伝えられる情報に注意するよう周知する。 

(6) 住民が、近所で爆撃音等と考えられる不審な音を聞いた場合には、市、消防又 

は警察に連絡するよう周知する。 

(7) 市は、ミサイル着弾地の周辺に興味本位で近づかないように住民等に対して周 

知する。 

 

※ 防災行政無線のサイレン音については、内閣官房サイトで視聴が可能である。 

※ 爆撃後の状況を踏まえた避難の指示が行われるまで、住民等は、爆撃があった現 

 場から離れるよう周知する。 

 

3 その他の留意点 

 

災害時要援護者は、迅速に屋内避難が行えるよう、外出先における対応について、 

各人で問題意識を持ってもらえるよう平素から啓発を行っておく。 

住民以外の観光客や滞在者等についても、屋内へ避難することができるよう、所 

管の部局から、大規模集客施設や店舗等に対して協力をお願いする。 

 

 

4 市職員の体制、配置等 

 

(1) 桑名市国民保護対策本部の設置 

国からの指定を受けて、市長を本部長とする市国民保護対策本部を設置する。 

(2) 市職員の現地派遣 

市職員各○○名を、着弾地及び避難先、大規模集客施設等に派遣する。 

(3) 各部局室の武力攻撃事態における業務の遂行 

第 2編表-2 の「市の各部局室の想定事態における業務」を遂行する。 
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【避難実施要領 レベルＡ チェックリスト】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

レベルＡ 

武力攻撃事態：航空攻撃 

実施者名： 

実施日時：  月  日  時現在 

 

【実施内容】 

 □ 事態の状況把握 

 □ 警報の伝達（国民保護に係るサイレンの吹鳴） 

 □ 関係機関との調整 

 □ 避難経路及び避難手段の調整（国、県との調整） 

 □ 市各部局室の武力攻撃事態における業務の遂行（業務内容は第2編表-２参照） 

    □ 市長公室 

    □ 総務部、出納室 

    □ 危機管理部 

    □ 市民部 

    □ 環境部 

    □ 議会事務局、監査事務局 

    □ 保健福祉部、市民病院 

    □ 産業振興部 

    □ 教育委員会 

    □ 建設部 

    □ 都市整備部 

    □ 検査室 

    □ ガス・水道部 

    □ 消防本部 

    □ 多度町総合支所 

    □ 長島町総合支所 

 □ 避難所への市職員及び消防職員並びに団員の配置 

 □ 避難の指示 

 □ 災害時要援護者の確認・避難所への誘導 

 □ 要避難地域における残留者の確認 

 □ 大規模集客施設等との避難住民等に関する調整 

影響度 

（状況記載）被災状況 

想定事態 
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 □ 要避難地域及び避難住民の誘導の実施単位 

    □ 要避難地域（                           ） 

    □ 避難住民数（                           ） 

 □ 避難先及び避難人数 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

 □ 一時集合場所 

    □ 一時集合場所名： 

    □ 一時集合場所名： 

    □ 一時集合場所名： 

    □ 一時集合場所名： 

    □ 一時集合場所名： 

 □ 集合時間 

    □ 交通手段の出発時刻：         避難誘導開始時刻： 

 □ 避難の手段及び避難経路 

    □ 避難の手段： 

    □ 避難経路： 

 □ 避難に関して問題が発生した場合の緊急連絡先 

    □ 緊急連絡先：          TEL： 

 

 □その他 
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【避難実施要領 レベルＢ チェックリスト】 

 

 

 

 

 

 

 

 

レベルＢ 

武力攻撃事態：航空攻撃 

実施者名： 

実施日時：  月  日  時現在 

 

【実施内容】 

 □ 事態の状況把握 

    □ 事態が深刻と判断  →  レベルＡチェックリストへ移行 

    □ 事態が沈静と判断  →  レベルＣチェックリストへ移行 

 

 

影響度 

（状況記載）被災状況 

想定事態 
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【避難実施要領 レベルＣ チェックリスト】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

レベルＣ 

武力攻撃事態：航空攻撃 

実施者名： 

実施日時：  月  日  時現在 

 

【実施内容】 

 □ 事態の状況把握 

    □ 事態が進行と判断  →  レベルＢチェックリストへ移行 

    □ 事態が終息と判断  →  国民保護措置からの撤退 

 

 

影響度 

（状況記載）被災状況 

想定事態 
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⑤ 緊急対処事態：危険性を内在する物質を有する施設等に対する攻撃が行われる事態  

桑名市においては具体的事態が想定されないが、近隣市町の施設が被災した場合に影響を受ける

ことも想定されることから、市においては局所的であると考えられるため、以降に示す「⑥ 多数の

人が集合する施設、大量輸送機関等に対する攻撃が行われる事態」もしくは、「⑧ 破壊の手段とし

て交通機関を用いた攻撃等が行われる事態」の避難実施要領における各レベルのチェックリストに

基づくものとする。 

なお、この事態においても、状況を把握する必要があるため、留意しなければならない。 
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⑥ 緊急対処事態：多数の人が集合する施設、大量輸送機関等に対する攻撃が行われる事態  

 

1 事態の状況、避難の必要性 

 

緊急対処事態対策本部長は、大規模集客施設への攻撃の可能性があることを踏ま 

え、警報を発令し、○○地域を要避難地域とする避難措置の指示を行った。 

 

 

2 避難誘導の方法 

 

市は、桑名地域、多度地域、長島地域のうち住民約○○○名を○月○日○時○分 

を目途に各地域の避難施設である○○○に避難させる。その際、避難所までの移動 

は徒歩によるものとし、自家用車の使用は、避難に介護を必要とする者とその介護 

者に限定するものとする。 

 避難誘導の方法については、各現場においては、警察機関や自衛隊からの情報や 

助言により、適宜修正を行うものとする。このほか、事態の状況が大幅に変化し、 

避難措置の指示及び避難の指示の内容が変更された場合には、当該避難実施要領に 

ついてもあわせて修正する。 

  

   3 避難実施要領の住民への伝達 

 

市は、広報車及び消防車両等を用いて、対象地域の住民全般に避難実施要領の内 

     容を伝達する。これと並行して、避難実施要領について各地域の自治会長、自主防 

災組織のリーダー及び当該地域を管轄する消防団分団長等にＦＡＸ等を送付し、住 

民への伝達を依頼する。なお、伝達にあたっては、以下のことに留意する。 

(1) 近隣住民が相互に声を掛け合うように呼びかける。 

(2) 災害時要援護者については、避難に時間を要することから、特に迅速な伝達を 

  心がける。 

(3) 外国人に対しては、国際交流協会等の能力を活用し、語学に堪能な要員を窓口 

  として配置する。 
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   4 輸送手段 

   

(1) 避難住民数、避難所、輸送力の配分 

 ア 桑名地域  約○○名 ○○避難所  車種○○×○台 

 イ 多度地域  約○○名 ○○避難所  車種○○×○台 

 ウ 長島地域  約○○名 ○○避難所  車種○○×○台 

(2) 輸送開始時間 

 ア 桑名地域  ○時○分 

 イ 多度地域  ○時○分 

 ウ 長島地域  ○時○分 

(3) 避難経路 

 ア 桑名地域  国道○○号   県道○○号 

 イ 多度地域  国道○○号   県道○○号 

 ウ 長島地域  国道○○号   県道○○号 

(4) 輸送時の留意点 

ア 住民は恐怖心や不安感の中で避難を行うこととなるため、市職員は、冷静沈 

着に毅然たる態度を保つよう心がける。 

イ 市職員は、混乱が予測される場合には、それに先立ち迅速な情報提供とパニ 

ックによる危険性を警告し、冷静かつ秩序正しい行動を呼びかける。 

ウ 学校や事業所においては、原則として避難先まで集団で行動するように呼び 

 かける。 

エ バスや電車等の輸送手段の確保については、基本的には県が行う。 

オ 避難経路については、交通規制を行う警察の意見を十分に聴いて決める。 

 

5 その他の留意点 

 

(1) 避難所へは、健常者については自家用車を使用せず、徒歩により避難するよう 

周知する。 

(2) 市は、自治会及び自主防災組織等の協力を得て住民の誘導を行う。 

(3) 自力避難困難者の避難を適切に行えるよう、緊急車両及び自家用車等を使用し 

て避難誘導を行う。 
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6 市の体制、職員の配置等 

 

(1) 桑名市緊急対処事態対策本部の設置 

国からの指定を受けて、市長を本部長とする緊急対策本部を設置する。 

(2) 市職員の現地派遣 

市職員各○○名を、○○○避難所に派遣する。 

(3) 避難経路における市職員の配置 

 避難経路の要所において、市職員を配置して、各種の問い合わせの対応、連絡 

調整を行う。また、関係機関の協力を得て、緊急通行車両を配備する。 

(4) 現地調整所の設置等 

 事態の状況の変化に迅速に対応できるよう、関係機関の情報を共有し、現場に 

おける判断を迅速に行えるよう現地調整所を設ける。また、必要に応じて会合を 

開き、関係機関の活動内容の調整及び確認等を行う。 

     (5) 各部局室の武力攻撃事態における業務の遂行 

      第 2 編表-2の「市の各部局室の想定事態における業務」を遂行する。 

    (6) その他 

      市の誘導員は、防災服や腕章等により、誘導員であることの立場や役割を明 

確にし、その活動に理解を求める。また、特殊標章を交付して必ず携行する。 
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【避難実施要領 レベルＡ チェックリスト】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

レベルＡ 

緊急対処事態：多数の人が集合する施設、大量輸送機関等に対する攻撃 

実施者名： 

実施日時：  月  日  時現在 

 

【実施内容】 

 □ 事態の状況把握 

 □ 警報の伝達（国民保護に係るサイレンの吹鳴） 

 □ 関係機関との調整 

 □ 避難経路及び避難手段の調整（国、県との調整） 

 □ 市各部局室の武力攻撃事態における業務の遂行（業務内容は第2編表-２参照） 

    □ 市長公室 

    □ 総務部、出納室 

    □ 危機管理部 

    □ 市民部 

    □ 環境部 

    □ 議会事務局、監査事務局 

    □ 保健福祉部、市民病院 

    □ 産業振興部 

    □ 教育委員会 

    □ 建設部 

    □ 都市整備部 

    □ 検査室 

    □ ガス・水道部 

    □ 消防本部 

    □ 多度町総合支所 

    □ 長島町総合支所 

 □ 避難所への市職員及び消防職員並びに団員の配置 

 □ 避難の指示 

 □ 災害時要援護者の確認・避難所への誘導 

 □ 要避難地域における残留者の確認 

 □ 大規模集客施設等との避難住民等に関する調整 

影響度 

（状況記載）被災状況 

想定事態 
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 □ 要避難地域及び避難住民の誘導の実施単位 

    □ 要避難地域（                           ） 

    □ 避難住民数（                           ） 

 □ 避難先及び避難人数 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

 □ 一時集合場所 

    □ 一時集合場所名： 

    □ 一時集合場所名： 

    □ 一時集合場所名： 

    □ 一時集合場所名： 

    □ 一時集合場所名： 

 □ 集合時間 

    □ 交通手段の出発時刻：         避難誘導開始時刻： 

 □ 避難の手段及び避難経路 

    □ 避難の手段： 

    □ 避難経路： 

 □ 避難に関して問題が発生した場合の緊急連絡先 

    □ 緊急連絡先：          TEL： 

 

 □その他 
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【避難実施要領 レベルＢ チェックリスト】 

 

 

 

 

 

 

 

 

レベルＢ 

緊急対処事態：多数の人が集合する施設、大量輸送機関等に対する攻撃 

実施者名： 

実施日時：  月  日  時現在 

 

【実施内容】 

 □ 事態の状況把握 

    □ 事態が深刻と判断  →  レベルＡチェックリストへ移行 

    □ 事態が沈静と判断  →  レベルＣチェックリストへ移行 

 

 

影響度 

（状況記載）被災状況 

想定事態 
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【避難実施要領 レベルＣ チェックリスト】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

レベルＣ 

緊急対処事態：多数の人が集合する施設、大量輸送機関等に対する攻撃 

実施者名： 

実施日時：  月  日  時現在 

 

【実施内容】 

 □ 事態の状況把握 

    □ 事態が進行と判断  →  レベルＢチェックリストへ移行 

    □ 事態が終息と判断  →  国民保護措置からの撤退 

 

 

影響度 

（状況記載）被災状況 

想定事態 
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⑦ 緊急対処事態：多数の人を殺傷する特性を有する物質等による攻撃が行われる事態  

 

1 事態の状況、避難の必要性 

 

緊急対処事態対策本部長は、○○地域における爆発による放射能の拡散や生物剤 

による攻撃、化学剤による攻撃がなされた可能性が高いとして警報を発令し、当該 

地区周辺の○○地区及びその風下となる○○地区を要避難地域として、屋内へ避難 

するよう指示を行った。 

 

2 避難誘導の方法 

 

市は、特に攻撃がなされた要避難地域の住民約○○○名については、直ちに現場 

から離れるとともに、周辺や風下となる地域の住民は、屋内へ避難するよう指示す 

る。 

  

   3 避難実施要領の住民への伝達 

 

当該地域内の住民等に対しては、広報車等により避難の方法を呼びかける。 

また、ＮＢＣ防護機器を有する警察、国民保護措置の実施のために派遣された自 

衛隊による屋内避難の伝達を要請する。 

 市は、広報車及び消防車両等を用いて、対象地域の住民全般に避難実施要領の内 

容を伝達する。これと並行して、避難実施要領について要避難地域に所在する自治 

会長、自主防災組織のリーダー及び当該地域を管轄する消防団分団長等にＦＡＸ等 

を送付し、住民への伝達を依頼する。 

 屋内避難の住民に対しては、屋内では窓を閉めて目張りにより室内を密閉すると 

ともに、できるだけ窓のない中央の部屋に移動し、また 2階建て以上の建物ではな 

るべく上の階に移動するよう促す。 

(1) 近隣住民が相互に声を掛け合うように呼びかける。 

(2) 災害時要援護者については、住民より避難に時間を要することから、特に迅 

速な伝達を心がける。 

(3) 外国人に対しては、国際交流協会等の能力を活用し、語学に堪能な要員を窓 

口として配置する。 
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   4 輸送手段 

     

(1) 避難住民数、避難所、輸送力の配分 

 ア 桑名地域  約○○名 ○○避難所  車種○○×○台 

 イ 多度地域  約○○名 ○○避難所  車種○○×○台 

 ウ 長島地域  約○○名 ○○避難所  車種○○×○台 

(2) 輸送開始時間 

 ア 桑名地域  ○時○分 

 イ 多度地域  ○時○分 

 ウ 長島地域  ○時○分 

(3) 避難経路 

 ア 桑名地域  国道○○号   県道○○号 

 イ 多度地域  国道○○号   県道○○号 

 ウ 長島地域  国道○○号   県道○○号 

 

   5 避難所の開設等 

 

(1) 市は、避難所を開設し、関係機関及び要避難地域所在の住民に伝達するとと 

もに、県と調整して当該避難所における専門医やＤＭＡＴ（災害派遣医療チー 

ム）等による医療救護活動の調整を行う。 

(2) 市は、被災者の把握を行い、その状況に応じて避難所におけるＮＢＣへの対 

応能力を有する医療班の派遣調整を行う。また、専門医や医薬品の確保のため、 

県、医療機関と調整を行う。 

(3) 市は、避難所における重度の患者等を搬送するための輸送手段の調整を行う 

とともに、受入先となる医療機関について、県と調整して、災害医療機関ネッ 

トワーク等を活用して、専門医療機関における受入れの調整を行う。 
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6 その他の留意点 

 

(1) 避難所へは、健常者については自家用車を使用せず、徒歩により避難するよ 

う周知する。 

(2) 市は、自治会及び自主防災組織等の協力を得て住民の誘導を行う。 

(3) 市は、自力避難困難者の避難を適切に行えるよう、緊急車両及び自家用車等 

を使用して避難誘導を行う。 

(4) 市の要員において二次被害を生じさせることがないよう、国の現地対策本部 

からの情報、現地調整所等からの情報を市対策本部に集約して、市職員に対し 

て最新の汚染状況等の情報を提供する。 

(5) ＮＢＣによる汚染状況が著しい場所においては、専門的な装備等を有する他 

の機関に被災者の搬送等を要請する。 

   

※ 化学剤等は、地形・気象等の影響を受けて、風下方向に拡散し、空気より重い 

サリン等の神経剤は下をはうように広がる性質がある。このため、外気からの密 

閉性の高い部屋や風上の高台に避難させることとなる。 

※ 防護衣を着用せずに、移動して伝達することは危険を伴うことから、伝達は防 

災行政無線や電話に限られる。 

※ ＮＢＣによる汚染の状況が目に見えないような事象においては、住民には危険 

が迫っていることが確認できないことから、行政による速やかな情報提供を常に 

考える必要がある。 

※ 避難所における活動は、救援に関する県との役割分担を踏まえて行う。 

※ 住民は恐怖心や不安感の中で避難を行うこととなるため、市職員は冷静沈着に 

毅然たる態度を保つよう心がける。 

※ 市職員は、混乱が予測される場合には、それに先立ち迅速な情報提供とパニッ 

クによる危険性を警告し、冷静かつ秩序正しい行動を呼びかける。 
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   7 市の体制、職員の配置等 

 

(1) 桑名市緊急対処事態対策本部の設置 

市長を本部長とする市緊急対処事態対策本部を設置する。 

(2) 市職員の現地派遣 

市職員各○○名を、被災地周辺に派遣し、現地での調整にあたらせるともに、 

避難所にも派遣する。 

(3) 避難経路における市職員の配置 

 避難経路の要所において、市職員を配置して、各種の問い合わせの対応、連絡 

調整を行う。 

(4) 現地対策本部との調整 

 現地対策本部が設置された場合には、職員を連絡員として派遣して、活動内容 

の調整や情報収集にあたらせる。 

(5) 現地調整所の設置等 

 事態の状況の変化に迅速に対応できるよう関係機関の情報を共有し、現場にお 

ける判断を迅速に行えるよう現地調整所を設ける。また、必要に応じて会合を開 

き、関係機関の活動内容の調整及び確認等を行う。 
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【避難実施要領 レベルＡ チェックリスト】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

レベルＡ 

緊急対処事態：多数の人を殺傷する特性を有する物質等による攻撃 

実施者名： 

実施日時：  月  日  時現在 

 

【実施内容】 

 □ 事態の状況把握 

 □ 警報の伝達（国民保護に係るサイレンの吹鳴） 

 □ 関係機関との調整 

 □ 避難経路及び避難手段の調整（国、県との調整） 

 □ 市各部局室の武力攻撃事態における業務の遂行（業務内容は第2編表-２参照） 

    □ 市長公室 

    □ 総務部、出納室 

    □ 危機管理部 

    □ 市民部 

    □ 環境部 

    □ 議会事務局、監査事務局 

    □ 保健福祉部、市民病院 

    □ 産業振興部 

    □ 教育委員会 

    □ 建設部 

    □ 都市整備部 

    □ 検査室 

    □ ガス・水道部 

    □ 消防本部 

    □ 多度町総合支所 

    □ 長島町総合支所 

 □ 避難所への市職員及び消防職員並びに団員の配置 

 □ 避難の指示 

 □ 災害時要援護者の確認・避難所への誘導 

 □ 要避難地域における残留者の確認 

 □ 大規模集客施設等との避難住民等に関する調整 

影響度 

（状況記載）被災状況 

想定事態 
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 □ 要避難地域及び避難住民の誘導の実施単位 

    □ 要避難地域（                           ） 

    □ 避難住民数（                           ） 

 □ 避難先及び避難人数 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

 □ 一時集合場所 

    □ 一時集合場所名： 

    □ 一時集合場所名： 

    □ 一時集合場所名： 

    □ 一時集合場所名： 

    □ 一時集合場所名： 

 □ 集合時間 

    □ 交通手段の出発時刻：         避難誘導開始時刻： 

 □ 避難の手段及び避難経路 

    □ 避難の手段： 

    □ 避難経路： 

 □ 避難に関して問題が発生した場合の緊急連絡先 

    □ 緊急連絡先：          TEL： 

 

 □その他 
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【避難実施要領 レベルＢ チェックリスト】 

 

 

 

 

 

 

 

 

レベルＢ 

緊急対処事態：多数の人を殺傷する特性を有する物質等による攻撃 

実施者名： 

実施日時：  月  日  時現在 

 

【実施内容】 

 □ 事態の状況把握 

    □ 事態が深刻と判断  →  レベルＡチェックリストへ移行 

    □ 事態が沈静と判断  →  レベルＣチェックリストへ移行 

 

 

影響度 

（状況記載）被災状況 

想定事態 
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【避難実施要領 レベルＣ チェックリスト】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

レベルＣ 

緊急対処事態：多数の人を殺傷する特性を有する物質等による攻撃 

実施者名： 

実施日時：  月  日  時現在 

 

【実施内容】 

 □ 事態の状況把握 

    □ 事態が進行と判断  →  レベルＢチェックリストへ移行 

    □ 事態が終息と判断  →  国民保護措置からの撤退 

 

 

影響度 

（状況記載）被災状況 

想定事態 



国民保護計画に係る桑名市避難実施要領（案） 

 53

 

⑧ 緊急対処事態：破壊の手段として交通機関を用いた攻撃等が行われる事態  

 

1 事態の状況、避難の必要性 

 

緊急対処事態対策本部長は、交通機関への攻撃の可能性があることを踏まえ、警 

     報を発令し、○○地域を要避難地域とする避難措置の指示を行った。 

 

 

2 避難誘導の方法 

 

市は、桑名地域、多度地域、長島地域のうち住民約○○○名を○月○日○時○分 

を目途に各地域の避難施設である○○○に避難させる。その際、避難所までの移動 

は徒歩によるものとし、自家用車の使用は、避難に介護を必要とする者とその介護 

者に限定するものとする。 

 避難誘導の方法については、各現場においては、警察機関や自衛隊からの情報や 

助言により、適宜修正を行うものとする。このほか、事態の状況が大幅に変化し、 

避難措置の指示及び避難の指示の内容が変更された場合には、当該避難実施要領に 

ついてもあわせて修正する。 

  

   3 避難実施要領の住民への伝達 

 

市は、広報車及び消防車両等を用いて、対象地域の住民全般に避難実施要領の内 

容を伝達する。これと並行して、避難実施要領について各地域の自治会長、自主防 

災組織のリーダー及び当該地域を管轄する消防団分団長等にＦＡＸ等を送付し、住 

民への伝達を依頼する。 

(1) 近隣住民が相互に声を掛け合うように呼びかける。 

(2) 災害時要援護者については、避難に時間を要することから、特に迅速な伝達を 

心がける。 

(3) 外国人に対しては、国際交流協会等の能力を活用し、語学に堪能な要員を窓口 

  として配置する。 
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   4 輸送手段 

 

(1) 避難住民数、避難所、輸送力の配分 

 ア 桑名地域  約○○名 ○○避難所  車種○○×○台 

 イ 多度地域  約○○名 ○○避難所  車種○○×○台 

 ウ 長島地域  約○○名 ○○避難所  車種○○×○台 

(2) 輸送開始時間 

 ア 桑名地域  ○時○分 

 イ 多度地域  ○時○分 

 ウ 長島地域  ○時○分 

(3) 避難経路 

 ア 桑名地域  国道○○号   県道○○号 

 イ 多度地域  国道○○号   県道○○号 

 ウ 長島地域  国道○○号   県道○○号 

(4) 輸送時の留意点 

ア 住民は恐怖心や不安感の中で避難を行うこととなるため、市職員は、冷静沈 

着に毅然たる態度を保つよう心がける。 

イ 市職員は、混乱が予測される場合には、それに先立ち迅速な情報提供とパニ 

ックによる危険性を警告し、冷静かつ秩序正しい行動を呼びかける。 

ウ 学校や事業所においては、原則として避難先まで集団で行動するように呼び 

かける。 

エ バスや電車等の輸送手段の確保については、基本的には県が行う。 

オ 避難経路については、交通規制を行う警察の意見を十分に聴いて決める。 

 

 

5 その他の留意点 

 

(1) 避難所へは、健常者については自家用車を使用せず、徒歩により避難するよ 

う周知する。 

(2) 市は、自治会及び自主防災組織等の協力を得て住民の誘導を行う。 

(3) 自力避難困難者の避難を適切に行えるよう、緊急車両及び自家用車等を使用し 

て避難誘導を行う。 
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6 市の体制、職員の配置等 

 

(1) 桑名市緊急対処事態対策本部の設置 

市長を本部長とする市緊急対処事態対策本部を設置する。 

(2) 市職員の現地派遣 

市職員各○○名を、被災地周辺に派遣し、現地での調整にあたらせるともに、 

避難所にも派遣する。 

(3) 避難経路における市職員の配置 

 避難経路の要所において、市職員を配置して、各種の問い合わせの対応、連絡 

調整を行う。また、関係機関の協力を得て、緊急通行車両を配備する。 

(4) 現地調整所の設置等 

 事態の状況の変化に迅速に対応できるよう、関係機関の情報を共有し、現場に 

おける判断を迅速に行えるよう現地調整所を設ける。また、必要に応じて会合を 

開き、関係機関の活動内容の調整及び確認等を行う。 

     (5) 各部局室の武力攻撃事態における業務の遂行 

      第 2 編表-2の「市の各部局室の想定事態における業務」を遂行する。 

    (6) その他 

      市の誘導員は、防災服や腕章等により、誘導員であることの立場や役割を明 

確にし、その活動に理解を求める。また、特殊標章を交付して必ず携行する。 
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【避難実施要領 レベルＡ チェックリスト】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

レベルＡ 

緊急対処事態：破壊の手段として交通機関を用いた攻撃等 

実施者名： 

実施日時：  月  日  時現在 

 

【実施内容】 

 □ 事態の状況把握 

 □ 警報の伝達（国民保護に係るサイレンの吹鳴） 

 □ 関係機関との調整 

 □ 避難経路及び避難手段の調整（国、県との調整） 

 □ 市各部局室の武力攻撃事態における業務の遂行（業務内容は第2編表-２参照） 

    □ 市長公室 

    □ 総務部、出納室 

    □ 危機管理部 

    □ 市民部 

    □ 環境部 

    □ 議会事務局、監査事務局 

    □ 保健福祉部、市民病院 

    □ 産業振興部 

    □ 教育委員会 

    □ 建設部 

    □ 都市整備部 

    □ 検査室 

    □ ガス・水道部 

    □ 消防本部 

    □ 多度町総合支所 

    □ 長島町総合支所 

 □ 避難所への市職員及び消防職員並びに団員の配置 

 □ 避難の指示 

 □ 災害時要援護者の確認・避難所への誘導 

 □ 要避難地域における残留者の確認 

 □ 大規模集客施設等との避難住民等に関する調整 

影響度 

（状況記載）被災状況 

想定事態 
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 □ 要避難地域及び避難住民の誘導の実施単位 

    □ 要避難地域（                           ） 

    □ 避難住民数（                           ） 

 □ 避難先及び避難人数 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

    □ 避難所名：           避難人数：   人 

 □ 一時集合場所 

    □ 一時集合場所名： 

    □ 一時集合場所名： 

    □ 一時集合場所名： 

    □ 一時集合場所名： 

    □ 一時集合場所名： 

 □ 集合時間 

    □ 交通手段の出発時刻：         避難誘導開始時刻： 

 □ 避難の手段及び避難経路 

    □ 避難の手段： 

    □ 避難経路： 

 □ 避難に関して問題が発生した場合の緊急連絡先 

    □ 緊急連絡先：          TEL： 

 

 □その他 
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【避難実施要領 レベルＢ チェックリスト】 

 

 

 

 

 

 

 

 

レベルＢ 

緊急対処事態：破壊の手段として交通機関を用いた攻撃等 

実施者名： 

実施日時：  月  日  時現在 

 

【実施内容】 

 □ 事態の状況把握 

    □ 事態が深刻と判断  →  レベルＡチェックリストへ移行 

    □ 事態が沈静と判断  →  レベルＣチェックリストへ移行 

 

 

影響度 

（状況記載）被災状況 

想定事態 
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【避難実施要領 レベルＣ チェックリスト】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

レベルＣ 

緊急対処事態：破壊の手段として交通機関を用いた攻撃等 

実施者名： 

実施日時：  月  日  時現在 

 

【実施内容】 

 □ 事態の状況把握 

    □ 事態が進行と判断  →  レベルＢチェックリストへ移行 

    □ 事態が終息と判断  →  国民保護措置からの撤退 

 

 

影響度 

（状況記載）被災状況 

想定事態 
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【資 料 編】 
 
 
 
＜関係機関の連絡先＞ 
 
(1) 国及び県の関係機関の連絡先 
 

関係機関名 所在地 電話番号 ＦＡＸ番号 

国土交通省中部地方整備局 
木曽川下流河川事務所 桑名市大字福島 465 24-5711 21-4061 

国土交通省中部地方整備局 
三重河川国道事務所四日市

国道維持出張所 
四日市市日永四丁目１－16 059-345-2516 059-345-9872 

四日市海上保安部 四日市市千歳町５－１ 059-357-0118 059-357-0741 

陸上自衛隊第 33 普通科連隊

本部第３科 津市久居新町 975 
059-255-3133 

（内線 237） 

059-255-3133 

（ＦＡＸ 262）

三重県防災危機管理部 津市広明町 13 059-224-2186 059-224-2199 

三重県桑名県民センター 
県民防災室 桑名市中央町五丁目 71 24-3821 24-3795 

桑名警察署 桑名市大字江場 626－2 24-0110 24-0110 

  

 

 (2) 近隣市町の連絡先 
 

  

関係機関名 所在地 電話番号 ＦＡＸ番号 

四日市市役所 四日市市諏訪町１－５ 059-354-8119 059-359-0286 

川越町役場 三重郡川越町豊田一色 280 059-366-7113 059-364-2558 

朝日町役場 三重郡朝日町小向 893 059-377-5651 059-377-2790 

いなべ市役所 いなべ市員弁町笠田新田 111 74-5805 74-5800 

東員町役場 員弁郡東員町 1600 86-2800 86-2850 

木曽岬町役場 桑名郡木曽岬町 251 0567-68-8111 0567-66-4841 

愛西市役所 愛知県愛西市稲葉町米野 308 0567-26-8111 0567-26-1011 

弥富市役所 愛知県弥富市前ヶ須町南本田 335 0567-65-1111 0567-67-4011 

海津市役所 岐阜県海津市海津町高須 515 0584-53-1111 0584-53-2170 
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(3) 指定公共機関等の連絡先 

 

 

 (4) 大規模集客施設等の連絡先 

※ 夜間の窓口もしくは連絡先を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係機関名 所在地 電話番号 ＦＡＸ番号 

西日本電信電話㈱三重支店 津市丸之内 28－38 059-223-9330 059-227-6140 

中部電力㈱桑名営業所 桑名市寿町３－９ 22-1510 22-9860 

独立行政法人水資源機構 

長良川河口堰管理所 桑名市長島町十日外面 136 42-5012 42-5020 

中日本高速道路㈱ 

桑名保全サービスセンター 桑名市大字蓮花寺 608－2 23-3561 23-1310 

郵便事業㈱桑名支店 桑名市中央町三丁目 43 22-0206 22-7108 

東海旅客鉄道㈱桑名駅 桑名市大字東方 135 22-0001 22-0080 

近畿日本鉄道㈱桑名駅 桑名市大字東方 97 22-0045 22-0045 

三岐鉄道㈱ 四日市市富田三丁目 22－83 059-364-2141 059-364-2142 

三重交通㈱桑名営業所 桑名市大字小貝須 1593－3 22-0595 23-5082 

(社団)桑名医師会 桑名市本願寺 262－1 22-8173 22-7682 

三重県トラック協会桑員支部 桑名市東汰上 115 23-2333 23-7553 

関係機関名 所在地 電話番号 ＦＡＸ番号 

長島観光開発㈱ 

※ホテル花水木 防災センター 桑名市長島町浦安 333 45-1111 45-1119 

ジャズドリーム長島 

防災センター 桑名市長島町浦安 368 45-8701 45-8711 

マイカル桑名 防災センター 桑名市新西方一丁目 22 24-2235 24-2236 

アピタ桑名店 桑名市中央町三丁目 21 
23-8111 

※23-8480 24-8484 
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＜避難実施系統図＞ 
 

 

図-3 市長から関係機関への避難実施要領の通知及び伝達 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図-4 避難住民の誘導 
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